
 

令和２年度事業計画 

 

 

Ⅰ 基本方針 

  一般財団法人京都森林経営管理サポートセンター（以下「センター」という。）は、森

林経営管理法等に基づき、市町村並びに京都府が実施する林業経営の効率化及び森林管

理の適正化の一体的な促進のために行う業務を支援し、林業の持続的発展及び森林の有

する多面的機能の発展に資するために、京都府、市長会及び町村会の共同で令和２年８

月に設立された。 

  森林経営管理法に基づく新たな森林管理制度が始まって１年半になるが、市町村の取

組方針や取組みの進度に違いがあり、市町村の人的体制も十分でないことから、市町村、

京都府並びに森林組合を始めとする林業事業体等との連携と役割分担を明確にして、市

町村の実情に応じた中・長期的な支援や助言を行う。 

また、管理不十分な森林の整備のための取組みの支援を行うとともに、森林整備の担

い手の育成や府内産材の利用拡大、行政職員の資質向上のための取組みなど、森林環境

譲与税の効果的な活用についても助言、提案を行う。 

 

Ⅱ 事業計画 

 １ 森林経営管理企画支援業務 

  １）市町村技術支援相談窓口設置業務 

    新たな森林管理制度に係る市町村業務のうち、技術的支援が必要な業務について、

京都府からの委託を受けて相談窓口を開設し、現地での指導を含めて助言・指導に

よる技術的支援を行う。 

 

   〇開設日：土曜日、日曜日並びに国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く日 

   〇開設時間：午前９時から午後５時まで 

 

  ２）森林経営管理企画・立案業務 

    京都府からの委託を受けて、新たな森林管理システムに係る集約化団地の設定や

森林所有者の経営・管理に関する意向調査等の市町村業務の中・長期的な実施計画

の作成や具体的な経営管理の内容等をコーディネートする。 

 

 ２ 森林経営管理市町村支援業務 

    新たな森林管理制度は、森林管理が行われていない森林について、市町村が森林

所有者の委託を受けて自ら経営管理することや、意欲と能力のある林業経営者に再    



委託することにより、林業経営の効率化と森林管理の適正化を促進するものである。 

この制度を推進するために市町村が担う業務は多岐にわたり、森林・林業の専門

的な知識を要する業務も多いが、府内のほとんどの市町村には森林・林業の専門職

員は配置されておらず、他の業務との兼務など、新たな森林管理制度の推進のため

の体制が十分でない。 

    このため、市町村、森林組合系統、民間の事業体等と事前に調整を行い、専門的

な知識を要する業務や次年度以降の取組を円滑に推進するための業務を中心に受

託し、市町村の取組を支援する。 

 

                                  単位：千円 

受託業務内容 件 数 受託見込額 備 考 

森林の現況調査 

境界の明確化 

  ４    ８，０００  

集約化する団地の設定 

 

  １ １，０００  

経営管理集積計画案の作成 

 

  ４    ３，０００  

林業経営の可否の判断 

 

  １    １，０００  

経営管理の内容の設定 

 

  －     ―  

市町村経営管理事業積算資料

の作成 

  －     ―  

その他   １      ５００ 構想案作成 

     

     計 

 

  

１１ 

  

 １３，５００ 

 

 

 ３ 人材育成・普及啓発業務 

   新たな森林管理制度や森林整備事業等について、森林所有者や地域住民への啓発を

行うとともに、他の市町村の取り組み事例などの情報の収集と提供を行う。 

   また、京都府等が行う林業経営の効率化及び森林管理の適正化の取組を担う人材育

成のための研修の実施に協力する。 

  



４ 災害時技術協力業務 

   災害時の森林や林道等の被災状況の調査や復旧に向けた業務支援など、京都府や市

町村からの要請に積極的に協力する。 

 

 ５ その他 

  １）全国の関係機関との連携 

    新たな森林管理制度の推進に取組んでいる各都道府県の組織との情報交換やＧ

ＩＳ研修等への参加など、センター役職員の資質の向上に努める。 

   

２）譲与税の効果的な活用に向けた提言 

他の地方自治体での譲与税の活用事例等を調査し、府内の林業事業体とも連携し

て、効果的な譲与税の活用を助言、提案する。 

 

 

 以上の事業計画のもと、令和２年度予算に２８，６５１千円を計上し、事業の推進を図 

る。 


